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社で行っているため、1 点とした。項目 B では、どのような機能を付加すれば自社製品が
売れるかを考えたプロダクト・アウト志向であるため、1 点とした。項目 C では、本来の
製品に機能を付加するという志向であり、製造業種からは大きく逸脱するものではないた
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3. TOTO株式会社  
 
(「東陶機器七十年史」より作成) 















47 パーセント、1975 年で約 42 パーセントとなり、圧倒的シェアを獲得した。 
 






































































という位置づけで、このブランド名称を 1997 年から展開している。TOTO は光触媒技術の
基本発明、及び周辺発明に関して、国内外で数千件にわたる特許出願を行う一方、すでに
米国で成立していたバインダー材料に関する特許を約 250 万ドルで取得するなど、知財戦
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 6 社平均との比較(図 6)によると、「他社との技術提携や他社からの技術指導を受けたか」
「本業の製造業種と違うものであるか」「アンゾフのマトリクスの新市場開拓戦略または多















海外を視野に入れた開発は、創業後 80 年程度経てからである。 
 


































6 社平均との比較(図 7)によると、6 社平均と相似形であるが「B2B→B2C または B2C→












図 7 TOTOのレーダーチャート 
 
5. まとめ 


























る TOTO は、「本業の製造業種と違うものであるか」が 6 社の平均値であり、「アンゾフの
マトリクスの新市場開拓戦略または多角化戦略であるか」が平均値より少し下回るだけで











 (ヤマハ一〇〇年史 : ヤマハの 100 年。そして 21 世紀へおよび H.P.より作成) 



























り、2011 年において生徒数は国内 50 万人、世界 40 カ国以上で 19 万 2000 人、会場数では




















C) FRP 製アーチェリー 
第 4 代目社長の川上源一は学生時代に弓道部で活動しており、社内の洋弓部に所属して
いた。当時、国内には竹製洋弓しかなかったが、海外で経験した FRP 製洋弓に惚れ込み、
1956 年に FRP 製洋弓の開発を社内で指示した。当時、FRP を構成するガラス繊維は国内
で加工技術が確立されておらず、エポキシ樹脂は国産化もされていなかった。そこで、米
国から FRP を輸入して研究を行い、1958 年に FRP 製洋弓は開発、1960 年に発売開始、
1961 年に欧米へ輸出開始された。この開発により習得した FRP 製造技術は、1960 年のモ




















































(「70 年史」及び H.P.より作成) 





なかろうか」と着想し、社内で検討し 1952 年 1 月に試作 1 号機「アトム号」が完成した。




いたった。次に、完成車製造に取り組み、1954 年に「コレダ号 CO 型」を発売した。これ
は、自動二輪車の礎となった製品である。 
 
B) 軽自動車/スズライト SS 
鈴木俊三常務らは「ダイヤモンド・フリー号」の高い販売で勢いをつけ、1953 年末には
本格的な自動二輪車開発へのシフトを進めていたが、鈴木道雄社長は戦前に頓挫した四輪



































設計能力を持つ技術者を選抜し 3 名で開発にあたり、1954 年 1 月に社長直轄組織として「四
輪研究室」となり、4 月に 2 名増員された。また、当時の代表的輸入車ディーラー梁瀬自動
車の経営者梁瀬次郎に、試作車の判定や助言を仰いでいる。1955 年 10 月に 2 サイクル、




スズキは、1965 年から 1969 年まで発売されていたスズキ・フロンテ 800 の販売面での
失敗により、普通自動車分野から撤退した。この失敗を糧に本格的小型車開発が検討され、
1980 年に北米輸出を考慮し、月産 1 万台、1983 年秋発売を目標として開発を始めた。1981
年 8 月に GM 社と提携し、GM 社の厳しい評価基準をクリアするために高張力鋼板や亜鉛










した。項目 C では、織機製造から二輪車製造という転換を考えて、5 点とした。次に、進
取性について分析する。項目 D では、新市場に対して新商品を投入する多角化戦略となる
ため、5 点とした。項目 E では、B2B の織機から B2C の二輪車への転換であるため、5 点
とした。項目 F では、事前に 1946 年にホンダが自転車に小型エンジンを取り付けたものを
試作し、1947 年には市販を始めているため、2 点とした。 
軽自動車/スズライト SS の寛容性について分析を行う。項目 A では、社長の思いを動機
として、リバース・エンジニアリングで開発を行っているため、2 点とした。項目 B では、
取り敢えず作ってみるという姿勢は、プロダクト・アウト志向であるため、1 点とした。項
目 C では、原動機付き自転車から自動二輪車という段階を経ずに自動車へ進出したことか
ら、4 点とした。次に、進取性について分析する。項目 D では、新市場に対して新商品を
投入する多角化戦略となるため、5 点とした。項目 E では、原動機付き自転車から軽自動




























 (  : 40 H.P. ) 













1958 年に開発された CdS セルは、それまで光電管などの電子管製品を扱っていた浜松ホ
トニクスが初めて手がけた半導体製品である。開発を担当した鈴木佐喜雄は、たった一人
で試行錯誤を繰り返し製品化に成功した。この製品化により、1958 年の暮れにテレビのブ





B) 画像計測機器/ロケット追尾用 XYトラッカー 
1968 年に開発された XY トラッカーは東京大学の植村恒義教授より依頼を受けたロケッ

















光半導体/CdS セルの寛容性について分析を行う。項目 A では、たった 1 人での試行錯誤
による開発であるため、1 点とした。項目 B では、半導体の研究が当初の目的であり、プ
ロダクト・アウト志向であるため、1 点とした。項目 C では、電子管製品を扱っていた浜
松ホトニクスが、初めて手がけた半導体製品でありカメラメーカーへの進出を果たしてい
るため、4 点とした。次に、進取性について分析する。項目 D では、新市場に対して新商
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図 11 ヤマハのレーダーチャート 
 
(2) スズキ 











































図 12 スズキのレーダーチャート 
 
(3) 浜松ホトニクス 





多角化戦略であるか」は高く、「B2B→B2C または B2C→B2B の転換商品であるか」は低
く、「破壊的イノベーションであるか」は CdS セルのみ低く、その後の 2 製品は高い。これ
は、上述の寛容性同様に CdS セル開発は研究目的であり、その後の 2 製品は学主体の産学
連携であるためと考えられる。 
 6 社平均との比較(図 13)では「他社との技術提携や他社からの技術指導を受けたか」「本
業の製造業種と違うものであるか」「アンゾフのマトリクスの新市場開拓戦略または多角化
戦略であるか」が高く、「マーケット・インであるか」「B2B→B2C または B2C→B2B の転
換商品であるか」が低い。 
 これらの結果に至った経緯は、次のように考えられる。研究開発型企業であるが、海外















1958 年に製造開始された CdS セルは、当時の成長分野であるカメラ向けを中心に売上を
伸ばしていき、1979 年には月産 100 万個を達成し、世界シェア 1 位となった。CdS セルは、
開発当初よりテレビなどの世界的に成長を見込まれる分野への挑戦であった。このため、
創業から 10 年で世界市場へ進出している。 
 



























 ここまで 2 市 6 社 18 製品・技術開発について寛容性と進取性の視点から調査・分析を行
ってきた。これらを一括で比較するために、これまでの調査分析をもとに、キーワードを
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TOTO
3.56 2.22 3.00 3.33 2.89 3.44
3.07 3.07 3.07 3.07 3.07 3.07
2.89 3.00 3.67 3.44 4.22 3.56
3.46 3.46 3.46 3.46 3.46 3.46
BtoB BtoB BtoC BtoC BtoB
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